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が行われた1）上で，平成 20年 12月 18日に当時の内閣府特命担当大臣（自殺対策）である野田聖
子に申し入れ2）が行われている3）。なお，この時点では，月別の自殺者数は判明していないが，その











































6）「自殺対策緊急集会」，柳澤みつよし議員 HP，http://www.yanagisawa-m.jp/report/2008/12/（last accessed: 
15/3/2017）。






10）「自殺統計　毎月公表へ」，『毎日新聞』平成 21年 2月 18日朝刊。




























初予算は，表 1のように，約 9千万円となっており，局に相当する共生社会政策担当では 30億円
余り，対前年度では 3％減額となっていた。毎年度，概算要求に当たっては，7月頃に概算要求基
準が示され，これに従った要求となるが，平成 21年度要求は，「平成 21年度予算の概算要求に当

































版，平成 21年 3月 15日）。
14）茂幸雄氏に対する筆者インタビューによる（平成 25年 2月 24日）及び「いのちの電話創立者ヘットカンプさん
























































　都道府県への配分の内容は，人口及び過去 3年間（平成 18年～ 20年）の自殺者数（警察庁発表）
により計算された分と，定額分 8,000万円となっていた22）。基金の配分については，消費者庁の地
方消費者行政活性化基金を参考23）にしつつ，自殺死亡率を加味する形で計算がされている。これに
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41）内閣府官僚に対する筆者インタビューによる（平成 25年 8月 19日）。
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要　　旨
　地域自殺対策緊急強化基金は，平成 21年 5月に地方自治体に対して 3年間で 100億円を配分する
として造成されたものだが，この基金の成立以降，日本における自殺者数は減少している。本研究は，
内閣府による地域自殺対策基金の造成を扱い，「なぜ内閣府に地域自殺対策緊急強化基金造成のため
の予算が計上されたのか」について明らかにするものである。
　日本では，平成 21年度補正予算において，内閣府に地域自殺対策緊急強化基金の予算が計上され，
地域において自殺対策を進めるための 3年間の財源が確保されている。これにより，内閣府を中心に
地域における自殺対策の事業方針が定められ，特定分野に偏ることなく推進されることとなった。本
稿では，内閣府への地域自殺対策緊急強化基金の予算の確保をきっかけに，自殺対策の主体が民間団
体から内閣府を中心に政府の取り組みへ変更され，さらに都道府県等へ拡大されることとなった時期
について分析している。
